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業務提携に係る基本契約の締結に関するお知らせ 

 

当社は、平成 22 年８月 25 日開催の取締役会において、株式会社ペガサスプランニング（本社：

福岡県博多市、代表取締役：田中俊英、以下「ペガサス社」という）と、業務提携に関する契約

を行うことを決議し、基本契約を締結することとなりましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

記 

１．業務提携の目的 

当社は、平成３年６月の設立以来、「総合ＩＴセキュリティ・サービスベンダー」として、

国内外の高品質のプロダクト及びサポート＆サービスの提供による、信頼性の高い IT セキュ

リティインフラの構築に貢献することで、お客様の「安心と安全」を提供してまいりました。 

しかしながら、昨今の厳しい市場環境のもと、現業である IT セキュリティ関連事業におい

て、競合となる商品やサービス、企業間の競争が激化している中、より強固な経営基盤を構

築し、一層の経営の安定化を図るため、既存のＩＴセキュリティ関連事業の強化と並行して

新たな事業の開発を推進することを重要な経営課題であると認識しており、その事業戦略の

一環として、平成 22 年３月８日付の適時開示にてお知らせしておりますとおり、フランチャ

イズビジネスを中心としたチェーン展開支援事業を推進しております。 

当社では、平成22年６月開催の当社第19期定時株主総会において選任された新経営陣の下、

当社業績の向上に向けた中長期（３ヵ年）事業計画を策定し、事業計画の遂行に向けて可及

的速やかに必要な施策を実施した結果、この度、九州地区を中心に完全個人指導型のコンピ

ュータ学習ソフト「ｅペガサス」による自発的な学習スタイルのトレーニングを推進し、学

習塾経営におけるフランチャイズシステムを展開するペガサス社と、業務提携のための基本

契約書を締結することといたしました。 

ペガサス社は、前身である「個別指導塾ペガサス会」として昭和 55 年に創業し、昭和 60

年 12 月に株式会社ペガサスプランニングとして設立されました。ペガサス社は、昭和 60 年

より学習塾フランチャイズシステム展開を開始し、平成５年には業界に先駆けていち早くコ

ンピュータ学習ソフトの独自開発・導入を進め、ＩＴを活用した「自発的な学びの育成」を

軸とした講師不要の学習塾ビジネスモデル「ペガサス学習塾」を確立しており、現在、福岡

県、大阪府をはじめとした各地区に直営教室１店舗とフランチャイズ教室 300 店舗以上を運

営・管理している企業です。ペガサス社が展開する「ペガサス学習塾」は、コンピュータ学

習ソフトによる個別カリキュラムでの「完全個別指導型」により、進学受験をターゲットに

した成績上位を目指す生徒から自立学習の基本姿勢を身に着けたい生徒まで幅広くカバーし

ております。 
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 当社は、平成 22 年３月８日付の適時開示「新事業の開始に関するお知らせ」にてお知らせ

いたしましたとおり、平成 22 年３月期の飲食業界における店舗運営とフランチャイズビジネ

スを展開する企業との業務提携に基づく事業の取り組みにおいて、飲食事業における事業運

営ノウハウ、フランチャイズビジネス展開ノウハウの取得、店舗ビジネスについて精通する

人材の確保、協力企業の発掘等、当社内に十分なナレッジを集積することが出来ました。ま

た、当社のＩＴセキュリティに関する経験を踏まえたＩＴインフラ構築や業務アプリケーシ

ョンの導入等により、フランチャイズ等のチェーン展開事業における業務の効率化等、事業

シナジーを見込んでおります。 

これらのことから、当社では、飲食事業にとどまらずフランチャイズを中心としたチェー

ン展開の推進が可能な業種業態の発掘を進めておりましたところ、学習塾フランチャイズビ

ジネスを展開するペガサス社とのビジネス協業について検討を開始することとなり、業務提

携に係る基本契約書を締結することを、本日開催の当社取締役会にて決議いたしました。 

今回の基本契約の締結により、当社は、ペガサス社の持つ個別指導塾として創業から 30 年

余で確立された学習指導及び教室運営ノウハウの提供を受けながら、関東圏でのフランチャ

イズ加盟店開発（募集）業務を展開することとなります。また、今後締結する予定の業務提

携契約においては、今後当社において神奈川県でのエリアフランチャイザーの権利を取得す

ることを視野に入れた上での「ペガサス」ブランドの確立と展開支援業務、フランチャイズ

加盟店開発（募集）業務、当社直営店舗の運営業務、基幹業務システムの提案・開発・導入

等のＩＴ化支援業務等を展開する予定となっております。 

現在のペガサス社のビジネス基盤は九州地区・関西地区となっておりますが、今回の基本

契約及び今後の業務提携によってペガサス社の学習塾フランチャイズ事業展開を今後当社が

協同して実施することにより、ペガサス社の事業基盤が未確立である関東圏を中心に全国的

に事業を展開・拡大させることを目論むと同時に、エリアフランチャイザーの権利取得を前

提としたフランチャイズ加盟店開発（募集）業務、直営店舗運営業務等の実施による当社売

上基盤を確立させることを見込んでおります。 

なお、フランチャイズ加盟店開発（募集）においては、学習塾業界における大手学習塾の

合従連衡が進む中、既存の個人経営等の中小規模の学習塾に対してペガサス社のコンピュー

タ学習ソフトの導入による差別化・競争力強化の提案を行うと同時に、フランチャイズショ

ーへの出展等による新規ビジネス参入を検討する企業経営者や起業家、フランチャイズオー

ナーおよび独立・開業を目指す方々をターゲットに展開する予定でおります。 

また、今回のペガサス社との業務提携に際して、フランチャイズ専門のコンサルティング

会社であるフランコープ・ジャパン株式会社（本社：東京都大田区、代表取締役：池田安弘、

以下「フランコープ社」という）との協力関係により推進することをフランコープ社との間

で確認しており、まずは個別の業務委託契約等によりフランチャイズ加盟店開発（募集）業

務の展開をご支援いただく予定となっております。 

 

２．業務提携に関する基本契約の内容 

今回の基本契約により、当社並びにペガサス社は、「ペガサス学習塾」フランチャイズ事業

の展開と加盟店開発（募集）等において、以下のとおり合意いたしました。 

また、業務提携に係る正式契約までの間、引き続き業務提携に係る諸条件の詳細を協議・

決定の上、業務提携に係る契約書に盛り込むものといたします。 
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【ペガサス社】 

（１）学習塾フランチャイズ本部として蓄積してきた「ペガサス学習塾」の運営に関する情

報の提供。 

 【インスパイアー】 

（１）神奈川県内における「ペガサス学習塾」直営店舗の開設並びにフランチャイジーの開

発（募集）業務の実施。 

（２）神奈川県外における「ペガサス学習塾」フランチャイジーの開発（募集）業務の実施。 

 

３．提携相手会社の概要（平成 22 年６月 30 日現在） 

(1)商号 株式会社ペガサスプランニング（ http://www.pegasus-jp.com/ ） 

(2)代表者 代表取締役 田中 俊英 

(3)本店所在地 福岡県福岡市博多区博多駅東２丁目 14 番１号 

スフィンクスセンタービル４階 

(4)設立年月日 昭和 60 年 12 月 14 日 

（創業：昭和 55 年４月１日「個別指導塾ペガサス会」） 

(5)主な事業の内容 学習塾フランチャイズ展開、コンピュータ学習ソフト開発・運用 

(6)資本金 1,000 万円 

(7)事業年度の末日 ６月 30 日 

(8)従業員数 18 名 

(9)発行済株式総数 200 株 

(10)大株主の状況 氏名または名称 所有株式数(株) 持株比率(%)

 田中 俊英 200 100.0

(11)当社との関係 資本関係 該当事項はありません 

 人的関係 該当事項はありません 

 取引関係 該当事項はありません 

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

(12)当該会社の最近３ヵ年の経営成績及び財務状況 

 平成 19 年 6 月期 平成 20 年 6 月期 平成 21 年 6 月期 

売上高(千円) 233,865 211,089 182,571 

営業利益(千円) 5,490 11,036 △4,608 

経常利益(千円) 1,695 5,536 △649 

当期純利益(千円) 219 528 469 

純資産(千円) 15,661 16,189 16,658 

総資産(千円) 194,983 219,030 253,002 

1 株あたり純資産(円) 78,305.96 80,946.73 83,291.74 

1 株あたり当期純利益(円) 1,098.75 2,640.77 2,345.00 

1 株あたり配当金(円) － － － 

 

４．日程 

平成 22 年８月 25 日 基本契約書締結の承認・締結 

平成 22 年 10 月中  業務提携契約書の締結予定 
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５．今後の見通し 

今回の業務提携による当社の当期業績に与える影響につきましては、平成 22 年７月９日付

の「業績予想に関するお知らせ」にてお知らせしました、平成 23 年３月期（第 20 期）業績

予想に既に盛り込んでおります。 

今後の見通しに重大な影響があった場合には、速やかに適時開示にてお知らせいたします。 

 

以上 
【注記事項】 

上記の「４．今後の見通し」は、当社が現時点で合理的と判断した一定の前提に基づき算定して

おりますが、実際の業績は見通しとは異なることがあり得ます。 


